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確定闘争特集号

・賃金・労働条件改善に関する基本要求書

・一時金の『支給対象・割合・加算制度』

の改善要求書

・労働時間短縮・休暇制度の改善要求書

・福祉関連要求書

・職場環境改善要求書

・人事制度改善要求書

・現業賃金・給与制度改善に関する要求書

・島しょ職員の賃金・労働条件改善に関す

る要求書

・不当極まりない人事委員会勧告に基づく

「住居手当の大幅な見直し」

・最高支給率が国を大きく下回る「退職手

当の見直し」

・「これからの人事制度の基本的方向」に

基づく改悪３提案（①55歳超職員の昇給

停止、②成績率の全職員への拡大、③係

長級職昇任選考の本人申込制廃止）

都労連要求

都側提案等

都
側
の
不
当
な
交
渉
姿
勢
に
抗
議
し
、
29
分
職
場
大
会
を
戦
術
と
し
て
行
使

都
労
連
要
求
の
実
現
を
！

都
労
連
は
、
３
月
以
降
８
本
の
要
請
書
を
提
出
し
、
要
求
実
現
に
向
け
て
、
都
側
と
交
渉
を
進
め
て
き
た
。

一
方
、
都
側
は
「
こ
れ
か
ら
の
人
事
制
度
の
基
本
的
方
向
」
に
基
づ
く
三
提
案
を
提
案
し
、
執
拗
に
そ
の
実
施
を
迫
っ

て
き
た
が
、
都
労
連
は
、
都
側
に
対
し
て
都
労
連
要
求
に
応
え
る
こ
と
を
求
め
、
春
季
闘
争
、
夏
季
一
時
金
闘
争
時
と

二
度
に
わ
た
っ
て
押
し
返
し
て
き
た
。

そ
も
そ
も
、
こ
の
三
提
案
は
、
都
側
が
昨
年
の
確
定
闘
争
時
に
「
（
現
業
職
の
）
職
の
設
置
の
在
り
方
も
含
め
検
討

す
る
」
と
の
発
言
を
受
け
て
、
提
案
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
当
局
は
、
こ
れ
ま
で
の
交
渉
に
お
い

て
「
法
制
度
上
の
制
約
」
や
「
都
民
の
理
解
」
等
を
口
実
に
、
都
労
連
要
求
に
一
切
応
え
な
い
不
当
な
態
度
を
示
し
て

き
た
。

さ
ら
に
、
11
月
１
日
に
提
案
さ
れ
た
「
退
職
手
当
見
直
し
（
案
）
」
に
つ
い
て
も
、
都
側
が
「
こ
の
間
の
都
労
連
の

主
張
を
踏
ま
え
る
」
と
し
た
こ
と
か
ら
、
提
案
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
提
案
内
容
は
、
「
（
役
席
に
よ
る
）

支
給
格
差
拡
大
」
と
な
る
も
の
で
、
「
都
労
連
の
主
張
」
に
逆
行
す
る
も
の
で
、
断
じ
て
認
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

都
労
連
は
、
今
次
確
定
闘
争
に
お
い
て
、
本
日
の
29
分
職
場
大
会
を
対
置
し
、
都
側
の
誠
意
あ
る
回
答
を
求
め
て
き

た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
昨
日
の
小
委
員
会
交
渉
に
お
け
る
都
側
の
主
張
（
別
掲
）
は
こ
と
ご
と
く
都
労
連
の
主
張

と
相
反
す
る
も
の
と
な
っ
て
お
り
、
誠
意
の
か
け
ら
も
な
い
。

都
労
連
は
、
こ
の
都
側
の
不
当
な
交
渉
姿
勢
に
抗
議
す
る
と
と
も
に
、
職
場
組
合
員
の
切
実
な
要
求
と
怒
り
を
武
器

に
、
都
側
と
徹
底
的
に
対
決
す
る
決
意
を
込
め
て
、
本
日
の
29
分
職
場
大
会
を
戦
術
と
し
て
行
使
す
る
こ
と
と
し
た
。

残
さ
れ
た
時
間
は
僅
か
で
あ
る
が
、
支
部
と
し
て
も
、
職
場
の
力
を
総
結
集
し
、
都
労
連
・
都
庁
職
に
結
集
し
、
15

日
の
１
時
間
ス
ト
ラ
イ
キ
を
背
景
に
、
都
労
連
要
求
の
実
現
に
向
け
総
力
を
挙
げ
て
最
後
ま
で
闘
い
ぬ
く
も
の
で
あ
る
。



都労連第６波総決起集会 決議
２０１２年１１月６日

１２賃金確定闘争は、１０月２６日に年末一時金要求を都側に提出して以来、回答指定日

まで残すところ九日となった。

都労連はこれまで、「賃金・労働条件改善に関する基本要求書」「一時金の『支給対象・

割合・加算制度』の改善要求書」「労働時間短縮・休暇制度の改善要求書」「福祉関連要求

書」「職場環境改善要求書」「人事制度改善要求書」「現業賃金・給与制度改善に関する要

求書」「島しょ職員の賃金・労働条件改善に関する要求書」を都側に提出し、交渉・協議を

重ねてきた。しかし、この間、都側が示した都労連要求の検討状況は極めて不十分なもので

ある。一方で、１０月１２日に行われた人事委員会の不当勧告を受け、都側は今まで以上の

賃金・労働条件の切り下げを画策している。都労連は、不当勧告は認めないという決意の下、

都側の不当な姿勢を糾弾し、要求実現に向け全力で交渉に臨んでいる。

昨年末に提案された「成績率全職員適用(案)」「５５歳超職員昇給停止(案)」「係長級職

昇任選考本人申し込み制廃止(案)」は、これまで、春闘期、夏季一時金交渉期と二度にわた

り都労連六単組の闘いで阻止してきた。いよいよ、今交渉期で決着をつけなければならない。

都労連は、１０月２４日に島しょ・都外公署格差解消要求実現対都要請行動、２６日に福

祉関連要求実現対都要請行動を実施し、職場組合員の怒りの声を直接都側にぶつけた。１１

月７日には人事制度改善対都要請行動を配置し、都側の不当な交渉姿勢を糾していく。

１１月１日、都側は、団体交渉で副知事が「退職手当について、国の動向如何にかかわら

ず、速やかに見直す必要がある」と表明したことを受け、都労連に対し、「退職手当の見直

し(案)」を提案した。その内容は、「①普通退職と定年等勧奨退職を一本化し最高支給率を

４５月とする、②要請額を拡充し主事等に８ポイントを付与、平成２５年１月実施。国同様

の経過措置」というものである。都労連は、「退職手当の支給格差拡大となる提案は断固反

対である」とした上で、「最高支給率の引き下げは不当であり、調整額の職責差の拡大は認

められない」と反論し、提案の撤回・再考を強く求めた。

本日の小委員会交渉で、都側は都労連要求に対する『現時点での考え方』を示したが、そ

の内容は、都側提案の正当性を主張するのみで都労連要求には全く応えていないばかりか、

「三提案及び退職手当見直しも含め、人事制度の一体的構造見直しは一刻も早い実施が必要

である」と極めて不当な見解を強調している。都労連は、都側の不誠実な交渉姿勢を厳しく

批判し、「不当提案は認めない」ことを改めて表明した。

都側が提案に固執し自らの考え方や主張のみを押しつけ、職員の声に応えなければ、労使

関係は大きく損なわれる。その責任はすべて都側にある。

都労連は要請署名、集会、早朝宣伝行動、駅頭情宣行動等、職場・地域からの闘いに全力

で取り組んできた。本日は、集会終了後、都庁包囲デモを整然と展開し、都労連六単組の団

結の力を、都側に正面から突きつけていく。職場組合員の切実な要求と怒りを武器に、都側

と徹底的に対決をする。

残された時間は僅かである。都側が、労使の信頼関係をもとに協議を尽くし解決を図る立

場であれば、直ちに不当な交渉姿勢や考え方を撤回し、都労連要求に真摯に応えるべきであ

る。そうでなければ労使協議が進展しないことは明らかである。

都労連六単組は、職場の力を総結集し、七日の２９分時間内職場集会を貫徹し、１５日の

１時間ストライキを背景に、都労連要求の実現に向け総力を挙げて最後まで闘い抜くもので

ある。
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